
８，４３４ 人

 ●町の貯金と借金 （一般会計　令和5年度末）

貯金 借金

町民１人当たりの貯金 町民１人当たりの将来にわたる負担

財源を調整する為の積立金残高・・ 10億9,102万円

借金を返す為の積立金残高・・・・・・ 7億2,480万円

その他の積立金残高・・・・・・・・・・・・ 20億6,282万円

 ●町民１人あたりの歳出決算額（一般会計）
※町の歳出経費を令和６年３月末の人口８，４３４人で割って計算しています。

まちの財政（一般会計）を、年間収入３００万円の家庭に置き換えてみると

１ケ月当たりの収入支出は･･･

※四捨五入処理しておりますので合計が合わない場合があります。

支　　出 収　　入

13,250円

5.3％

27.8％

167,250円

66.9％

31,250円

69,500円

依
存
財
源

12.5％

0.9％

2,250円

180,500円

72.2％

24,750円

３８億７，８６４万円 ６１億６，０４２万円

約７３万０千円約４６万０千円

支出（279万円／年間）

９５万円／年

収入(300万円／年間）

自
主
財
源

生活費など

（人件費・扶助費）

光熱水費、車の購入など

36,522円

27.2％

15.7％

35,591円

250,000円232,622円

100.0％

11,250円

令和６年３月末住民基本台帳人口

収入合計支出合計

ローン返済

（公債費）

子どもへの仕送り

（繰出金）

預金（貯金）

10.2％

12,562円

（積立金）

18,377円

100.0％

借入金

（町債）

23,727円

15.3％

8,607円

33,963円

（物件費） 4.5％

小　計
14.6％

（補助費等）

家の新築・改築など

家や車の補修費

（普通建設事業費）

（維持補修費・災害復旧費）

町内会費・寄付金

9.9％

事業収入63,273円

5.4％

7.9％

（町税）

パート収入

（使用料など）

3.7％

小　計

その他

（繰越金、諸収入）

預金引出し

（基金の繰入れ）

親などからの援助

（地方交付税・補助金など）

令和５年度に町民の皆さんに納めていただい
た税金や、国・県からの補助金・地方交付税な
どがどのくらい入り、どのように使われたかを
示す一般会計等決算の概況を次のとおり公表し
ます。
８６億２，７８９万円の歳入(収入)に対して

８０億２，８１２万円の歳出(支出)があり、差
し引き５億９，９７７万円は令和６
年度に繰越しました。

ぜひご覧下さい!!

上記のうち、地方債（借金）の種類ごとに異なり

ますが、毎年返済する元金と利子の30％～100％

が地方交付税（国から全国の市町村に配分される

お金）において措置されます。



（単位：万円）

年度 令和４年度 令和５年度

款 決 算 額 決 算 額

7,498 7,180 △ 4.2

197,667 162,808 △ 17.6

203,809 192,367 △ 5.6

70,580 69,118 △ 2.1

0 0 0.0

70,207 60,881 △ 13.3

5,864 6,986 19.1

47,509 36,716 △ 22.7

24,742 30,470 23.2

102,495 156,240 52.4

17,996 16,994 △ 5.6

64,592 63,052 △ 2.4

0 0 0.0

812,959 802,812 △ 1.2

（単位：万円）

年度 令和４年度 令和５年度

款 決 算 額 決 算 額

82,819 85,822 3.6

35,836 35,988 0.4

337,338 331,637 △ 1.7

13,673 13,267 △ 3.0

136,266 129,108 △ 5.3

80,813 80,339 △ 0.6

15,488 14,252 △ 8.0

10,751 19,708 83.3

29,350 6,936 △ 76.4

51,409 99,995 94.5

119,211 45,737 △ 61.6

912,954 862,789 △ 5.5

８６億２，７８９万円

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

８０億２，８１２万円

合 計

●収入

国 庫 支 出 金

●支出

負担金及び使用料

地 方 交 付 税

　決算額(一般会計)は、前年度と比較して１億１４７万円、１．

２％の減となりました。

　目的別に見てみますと、教育費が５億３，７４５万円、５２．

４％の増と大幅に増えておりますが、これは、中学校校舎改築事業

の増によるものです。また、消防費においても、防災トイレ等整備

事業などにより、５，７２８万円、２３．２％の増となっておりま

す。

　総務費では基金積立金の減などにより、３億４，８５９万円、１

７．６％の減となっております。また、民生費においても価格高騰

緊急支援給付金などにより、１億１，４４２万円、５．６％の減と

なっております。

　決算額(一般会計)は、前年度と比較して５億１６５万円、５．

５％の減となりました。

　主な減額の要因としましては、町債が、前年度の中学校改築事業

に伴う起債などにより、７億３，４７４万円、６１．６％の減があ

げられます。また、繰入金においても、前年度の基金の廃止等に伴

う繰入などにより、２億２，４１４万円、７６．４％の減などがあ

げられます。

　収入総額の３８．４％を地方交付税（国からの配分金）が占めて

おり、前年度と比較して５，７０１万円、１．７％の減となりまし

た。地方交付税等の依存財源に頼った財政運営となっておりますの

で、今後、地方交付税が減額されることになりますと更に厳しい財

政運営を迫られる事になります。

一般会計の歳入決算の状況８６億２，７８９万円

 　８０億２，８１２万円

合 計

繰 入 金

繰 越 金

県 支 出 金

財産収入及び諸収入

寄 附 金

町 債

前年度比
（ ％ ）

町 税

地方譲与税等

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

一般会計の目的別歳出決算の状況

商 工 費

予 備 費

前年度比
（ ％ ）

議 会 費

総 務 費

町税

9.9％

地方譲与税等

4.2％

地方交付税

38.4％

負担金及び使用料

1.5％

国庫支出金

15.0％

県支出金

9.3％

財産収入及

び諸収入

1.7％

寄附金

2.3％

繰入金

0.8％

繰越金

11.6％

町債

5.3％

議会費

0.9％

総務費

20.3％

民生費

23.9％

衛生費

8.6％
農林水産業費

7.6％

商工費

0.9％

土木費

4.6％

消防費

3.8％

教育費

19.5％

災害復旧費

2.1％ 公債費

7.8％

令和５年度 決算報告

歳出総額

歳入総額



国民健康保険特別会計（事業勘定）
令和４年度 令和５年度 ４億３，２７５万円

歳入 １２億８，１７７万円 １２億７，７９４万円 １億１，７３４万円

歳出 １１億９，５４６万円 １２億　　８８７万円 １，９０７万円

差引額 ８，６３１万円 ６，９０７万円 民生費
国民健康保険特別会計（直診勘定） ４億　　６８１万円

令和４年度 令和５年度 ３億８，２１２万円

歳入 ７４７万円 ２，０３７万円 ２億３，２８９万円

歳出 ７４６万円 ２，０３６万円 １億１，５４３万円

差引額 １万円 １万円 １１６万円

後期高齢者医療特別会計 衛生費
令和４年度 令和５年度 ３億　　４３４万円

歳入 １億７，２２７万円 １億７，７０２万円 １億３，５５８万円

歳出 １億７，０８２万円 １億７，５１２万円 ４，０１２万円

差引額 １４５万円 １９０万円 農林水産業費
介護保険特別会計 中山間地域等直接支払制度交付金 １億　　３６３万円

令和４年度 令和５年度 多面的機能支払交付金 ９，３６９万円

歳入 １６億７，６１６万円 １７億２，０７４万円 地籍調査事業 ８，１６４万円

歳出 １５億１，５３１万円 １６億３，６６６万円 新規就農者育成総合対策事業交付金 ８２９万円

差引額 １億６，０８５万円 ８，４０８万円 施設園芸燃油高騰特別対策事業補助 ７８８万円

久米財産区特別会計 商工費
令和４年度 令和５年度 都市農山村交流施設（ブルートレイン）管理費 １，７６２万円

歳入 ９１５万円 ９７３万円 ７７６万円

歳出 ８１５万円 ９１４万円 土木費
差引額 １００万円 ５９万円 下水道事業特別会計繰出金 １億５，８３８万円

下水道事業特別会計 道整備交付金事業 ５，８７２万円

令和４年度 令和５年度 社会資本整備総合交付金道路事業 ４，１４６万円

歳入 ３億２，６０７万円 ３億　　５５４万円 消防費
歳出 ３億　　  ６８万円 ２億７，５１３万円 上球磨消防組合負担金 １億８，０２４万円

差引額 ２，５３９万円 ３，０４１万円 消防団拠点施設等整備事業 ２，９４８万円

上水道事業特別会計 防災トイレ等整備事業 ２，３５１万円

収益的収支 令和４年度 令和５年度 中学校貯水機能付き給水設備整備事業 １，０３３万円

収入 １億７，６６３万円 １億７，３３６万円 教育費
支出 １億４，３５５万円 １億２，４６７万円 １１億３，３４２万円

差引額 ３，３０８万円 ４，８６９万円 ５，４９８万円

資本的収支 令和４年度 令和５年度 ２，９５４万円

収入 １０４万円 ５０９万円 １，１９９万円

支出 ９，０４５万円 ８，４８８万円 災害復旧費
差引額 △８，９４１万円 △７，９７９万円 １億５，２９５万円

７，２００万円

１，３３３万円

公債費
６億３，０５２万円

#DIV/0!

　

多良木町 財政再生基準

実質赤字比率 － ２０％

連結実質赤字比率 － ３０％

実質公債費比率 ９．０％ ３５％

将来負担比率 － －３５０％

　自治体の財政を適正に運営することを目的として、国では平成１９年に財政健全化法を定めました。

　この法律は、新たな財政指標により、早期健全化と財政再生の２段階で自治体の財政悪化をチェックするとともに、特別会計

や公営企業会計も合わせた連結決算により、自治体の財政状況を明らかにしようとするものです。

　この財政指標では、早期健全化基準（黄信号）と財政再生基準（赤信号）が定められ、さらに上・下水道などの公営企業会計

についても個別に経営健全化基準（黄信号）が定められています。

　平成２０年度の決算からは、この指標のいずれかが基準を上回った自治体には、財政の健全化に向けた計画の策定など、さま

ざまな制約が課せられます。

　令和５年度の決算に基づく算定の結果、多良木町では、いずれの指標も早期健全化基準を下回る数値となっています。

早期健全化基準

１５％

２０％

２５％

特別支援教育支援員配置事業

学校給食費負担軽減事業

給食センター整備事業

※資本的収支の不足額については、当年度損益勘定留保資金、
減債積立金処分額で補塡しています。

くま川鉄道災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

起債(借入金）の償還

林業用施設災害復旧事業

中学校校舎改築事業

教育・保育給付費事業

令和５年度の主な事業費
総務費
各種基金積立

ふるさと納税推進事業

コンビニ交付サービス導入事業

イルミネーション設置事業

介護・訓練等給付事業

介護保険特別会計繰出金

能登半島地震支援費

人吉球磨広域行政組合負担金（ごみ処理施設等）

球磨郡公立多良木病院負担金

生活困窮者緊急生活支援金事業

子ども医療費扶助事業

特別会計の決算

財政健全化判断比率の公表について


